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1. 事業の概要 

 

1.1 事業の目的 

 海難事故の減少・船員労働環境の改善のため自動運航船の開発が進む中、国内では 2025年までの無

人運航船の実用化を目指す日本財団の MEGURI2040を契機に早期実現が加速している中、国交省も、

自動運航船の実用化とともに、内航カーボンニュートラル実現のため、省エネ船に自動運航・荷役等

船内自動化を追加した連携型省エネ船の普及を推進している。 

 自動運航・船内自動化の普及促進には、機器開発に加え船外・船内のデジタル環境整備も必要。船

外環境については、自動車で取り組まれているダイナミックマップの様な輻輳・海象・離着桟港 3D

等の地図への情報付加（図 1.1 参照）は、船舶の自動運航でも有用で地図情報で回避など機器の機能

高度化と汎用製品化が期待されるが、付加情報の取得方法・情報利用の権利関係が課題である。また、

船内環境については、デジタル化によるケーブル・電源管理等の弱電インフラが複雑となるが、舶用

電気は強電規格で適用が難しく、陸上規格活用含むスペースが限られる小型船に即した弱電規格の整

備が課題である（図 1.2 参照）。 

 このため、船外・船内のデジタル環境整備としてダイナミックマップと船内弱電規格を整備するた

めの研究開発を実施するものとする。 

 

図 1.1 自動車ダイナミックマップでの付加情報 

 

 
図 1.2 デジタル化で密集するケーブル配線（左）と舶用品がない電気制御装置 PLC（右） 
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1.2 事業計画 

 本事業は 2022 年度から開始し、2023 年度までの 2 年計画で実施される。本事業の事業計画書を 

添付資料 1 に示す。また、図 1.3 に本事業の実施内容、図 1.4 に本事業の実施スケジュールを示す。 

  

 

 
図 1.3  実施内容 

 

 

図 1.4  実施スケジュール 

 

 

1.3 実施体制 

 本事業を円滑に遂行するために、外部有識者及び関係者等からなる船舶海洋分野のダイナミック

マップ研究会を設置し、これまでに 3 回の研究会を実施した。研究会の参加者名簿を添付資料 2 に示

す。また、研究会の議事内容を以下に示す。 

 

〇第 1 回「船舶海洋分野のダイナミックマップ研究会」 

   日時：2022 年 7 月 27 日（水）10:00-12:00 

   場所：WEB＋対面のハイブリッド会議（日本船舶技術研究協会・会議室より中継） 

   議題：①研究会参加者名簿 

      ②研究会規約 

      ③「内航自動化・デジタル化の環境整備事業」の事業計画 

      ④ダイナミックマップに関する情報ニーズのアンケート 

      ⑤東京海洋大学の研究の紹介（3D 地図等） 
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      ⑥海上保安庁海洋情報部の取組みの紹介（電子海図 S-100 シリーズ等） 

      ⑦技術動向の調査報告（衛星画像利用の計測技術等） 

   

〇第 2 回「船舶海洋分野のダイナミックマップ研究会」 

   日時：2022 年 11 月 02 日（水）10:00-12:00 

   場所：WEB＋対面のハイブリッド会議（AP 新橋 大会議室より中継） 

   議題：①研究会参加者名簿 

      ②第 1 回研究会議事録（案） 

      ③ダイナミックマップに関する情報ニーズのアンケート調査（中間報告） 

      ④船内弱電規格等の内航ニーズのアンケート調査（中間報告） 

      ⑤NK 様の取組の紹介（IoS-OP に関する取組みについて） 

      ⑥三菱商事様の取組みの紹介（Groke のご紹介・漁業者との共生・ダイナミックマップ

への活用について） 

      ⑦古野電気様の取組みの紹介（自動運航船に関する研究開発について） 

 

〇第 3 回「船舶海洋分野のダイナミックマップ研究会」 

   日時：2023 年 2 月 21 日（火）10:00-12:00 

   場所：WEB＋対面のハイブリッド会議（AP 新橋 大会議室より中継） 

   議題：①研究会参加者名簿 

      ②第 2 回研究会議事録（案） 

      ③ダイナミックマップに関する情報ニーズのアンケート調査 

      ④船内弱電規格等の内航ニーズのアンケート調査 

      ⑤船外環境付加情報の計測技術等に関する技術調査 

      ⑥東急不動産様の取組みの紹介（竹芝地区におけるスマートシティの取組み） 

      ⑦宇宙システム利用開発推進機構様の取組みの紹介（自動車ダイナミックマップ開発と

連携した船舶（河川水路）用地図などについて 

      ⑧次年度事業計画 

 

 

1.4 事業展開のイメージ 

 船舶版ダイナミックマップの整備に関する今後の事業展開を図 1.5 に示す。本図に示すように、本

事業を船舶版ダイナミックマップ整備・フェーズ 1（2022-2023 年）と位置づけ、次の展開として船舶

版ダイナミックマップ整備・フェーズ 2（2024-2025 年）ではデータプラットフォームの整備（既存改

修・新規発足）やオープンデータ化の環境整備（API 規格等）を実施する予定である。 

 オープンデータプラットフォーム（OP）が整備されるとデータを OP を通して広範かつ効率的に収

集することが可能になり内航船の自動化・デジタル化に寄与するものと考えられる。また、図 1.6 に

示すように従来はサービスプロバイダーが個別に収集していたデータを OP を通して容易に収集する

ことが可能になり、サービスプロバイダーの参入が増加し、内航海運の活性化が期待される。 

 

3



 

 

図 1.5  今後の事業展開 

 

 

図 1.6 船舶版ダイナミックマップのオープンデータプラットフォームの構築のイメージ 
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2. 本年度の事業成果 

 

2.1 船舶の安全運航に係る船外環境の付加情報のニーズのアンケートの実施 

 本研究会に参加する海運業者、造船所、機器メーカ、情報サービス事業者等の内航船の安全運航に 

係る事業者及び関係機関に対して、船外環境の付加情報のニーズに関するアンケートを実施した。 

なお、アンケートでは、自動運航のレベル別に必要とする付加情報の項目、利用海域、更新頻度を下

記のように分類してアンケート調査を行った。また、これら付加情報の所在・利用方法・取得方法も

調査した。 

 

①付加情報の項目 

  航路、地形・水深、潮位、海中障害物、工事・規制、岸壁・桟橋詳細、交通流・輻輳度、 

気象・海象、海流・潮流、通信可能エリア、事故情報、漁業活動、避難港の状況、浮遊物など 

②付加情報の利用海域 

  海域、港湾内、湖川 

③付加情報の更新頻度 

  静的情報、准静的情報、准動的情報、動的情報 

 

アンケート調査結果を添付資料 3 に示す。 

 

2.2 船内弱電規格等の内航ニーズのアンケートの実施 

 本研究会に参加する内航関係者及び当会が別に指示する内航関係者に対して、次の内航ニーズのア

ンケートを実施した。 

①自動化・デジタル化のニーズ 

②自動化・デジタル化で課題となる弱電規格 

③上記②に関する利用可能な陸上を含む他分野の弱電規格及び弱電製品の例 

④電源ケーブル等の弱電以外の自動化・デジタル化に関係する電気規格のニーズ 

 

アンケート調査結果を添付資料 4 に示す。 

 

2.3 船外環境付加情報の計測技術等に関する技術調査 

 付加情報の取得方法として期待される衛星画像を利用した計測技術並びに離着桟港 3D モデル化に

関する計測技術については、次年度に実証試験を実施予定であるが、実証試験を計画する際の基礎資

料とするために以下の技術資料を作成した。 

 

①衛星画像（光学）を用いた計測技術に関する技術資料の作成 

 衛星画像の計測技術について最新の技術動向をとりまとめた資料を作成する。 

②離着桟港の 3D モデル化に関する計測技術の技術資料の作成 

 離着桟港の 3D モデル化に関する計測技術について最新の技術動向をとりまとめた資料を作成する。 

 

調査結果を添付資料 5 に示す。 
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3. まとめ 

 

 今年度の事業成果の概要を各調査項目について以下に述べる。 

 

(1) 船舶の安全運航に係る船外環境の付加情報のニーズのアンケートの実施 

  船外環境付加情報に関するニーズを把握するためのアンケート調査を行い、整理分析した結果から

ダイナミックマップ整備に関する課題の抽出を実施した。本検討結果は、次年度以降のダイナミック

マップ整備に関する指針のとりまとめの基礎資料として活用予定である。 

  

(2) 船内弱電規格等の内航ニーズのアンケートの実施 

  内航船が必要とするデジタル機器・製品の洗い出しを行い、これらの導入に際し関連する技術・規

則・規格等の課題を抽出した。また、現時点で導入したいデジタル化技術・製品・機器のリスト化を

実施した。 

 

(3) 船外環境付加情報の計測技術等に関する技術調査 

 衛星画像（光学）を用いた計測技術及び離着桟港の 3D モデル化に関する計測技術のそれぞれにつ

いての最新技術動向を調査した。また、具体的な解析事例をもとに、計測条件、解析条件、精度、コ

スト等の評価及び課題を整理した。 

 これらの結果は、次年度の計測技術の実証試験を計画する際の基礎資料として活用予定である。 

 

                                          以上 
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添付資料 1 

内航自動化・デジタル化の環境整備 事業計画 
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1

内航⾃動化・デジタル化の環境整備
 背景・⽬的
 海難事故の減少・船員労働環境の改善のため⾃動運航船の開発が進む中、国内では2025年までの無⼈運航船の実

⽤化を⽬指す⽇本財団のMEGURI2040を契機に早期実現が加速。国交省も、⾃動運航船の実⽤化とともに、内航
カーボンニュートラル実現のため、省エネ船に⾃動運航・荷役等船内⾃動化を追加した連携型省エネ船の普及を推進。

 ⾃動運航・船内⾃動化の普及促進には、機器開発に加え船外・船内のデジタル環境整備も必要。船外環境については、
⾃動⾞で取り組まれているダイナミックマップの様な輻輳・海象・離着桟港3D等の地図への情報付加は、船舶の⾃動運
航でも有⽤で地図情報で回避など機器の機能⾼度化と汎⽤製品化が期待されるが、付加情報の取得⽅法・情報利⽤
の権利関係が課題。また、船内環境については、デジタル化によるケーブル・電源管理等の弱電インフラが複雑となるが、
舶⽤電気は強電規格で適⽤が難しく、陸上規格活⽤含むスペースが限られる⼩型船に即した弱電規格の整備が課題。

 このため、船外・船内のデジタル環境整備としてダイナミックマップと船内弱電規格を整備するための研究開発を実施。

 事業概要
 実施期間︓2022年度〜2023年度（2年間）
 実施内容
① 船外環境デジタル化のための船舶版ダイナミックマップの整備
• 交通・海象等の⾃動運航等に必要なデータ項⽬と利⽤地域を整理し、データ

の取得⽅法・利⽤可能な既存データの所在、データ利⽤の権利関係等をまとめ
た情報サービス提供者・利⽤者向けガイドラインを策定。

② 船内環境デジタル化のための船内弱電規格の整備
• 船舶に必要な船内デジタルインフラ機器と活⽤可能な陸上機器・規格等をまと

めた検査機関・⼯事関係者・利⽤者向けの弱電規格リストを策定。
 予算 ︓2,970万円（100%助成）

2022年度・1,990万円、2023年度・5,090万円
デジタル化で密集するケーブル配線（左）と
舶⽤品がない電気制御装置PLC（右）

⾃動⾞ダイナミックマップでの付加情報
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内航⾃動化・デジタル化の環境整備
（別添1）事業計画（実施内容・スケジュール）
 事業内容
① 船外環境デジタル化のための船舶版ダイナミックマップの整備

a.⾃動運航に必要なデータの整理（データ︓交通流・輻輳度、 海象・海流、漁業等 地域︓海域・港内詳細等）
b.データ取得⽅法の検討・実証（光学機器、計測機器等、利⽤可能な既存データの所在等）
c.データ取得⽅法の実証（3D計測・モデル化、衛星画像計測・解析等）
d.ガイドラインの策定（データ項⽬・範囲、データ取得⽅法、データ利⽤の権利関係整理等）

② 船内環境デジタル化のための船内弱電規格の整備
a.船舶に必要なデジタルインフラ機器と活⽤可能な陸上機器・規格の整理

2022年度 2023年度
1/4半期 2/4半期 3/4半期 4/4半期 1/4半期 2/4半期 3/4半期 4/4半期

①船外環境デジタル化のための船舶版ダイナミックマップの整備

a.必要データの整理

b.データ取得⽅法の検討

c.データ取得⽅法の実証

d.ガイドラインの策定
②船内環境デジタル化のための船内弱電規格の整備

a.船内デジタルインフラ機器と陸上機器・規格の整理
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内航⾃動化・デジタル化の環境整備
（別添2）事業概要①船舶版ダイナミックマップの整備
 実施内容
• 交通・海象等の⾃動運航等に必要なデータ項⽬と利⽤地域を整理し、データの取得⽅法・利⽤可能な既存データの所

在、データ利⽤の権利関係等をまとめた情報サービス提供者・利⽤者向けガイドラインを策定。
 内航船主、荷主等の利⽤者ニーズを踏まえ⾃動運航に必

要なデータの整理を実施。
 データ項⽬
• 交通流・輻輳度、気象・海象、海流、海上通信等
• その他（事故情報、漁業活動・障害物、避難港・停泊地等）
 データ利⽤海域
• 海域、港内（クレーン等港湾施設）、湖川（橋梁）等
 データ更新頻度
• 動的情報（リアルタイム）・准動的情報（トレンド）
• 准静的情報（ファクト）・静的情報（オブジェクト）

衛星画像解析の応⽤
（⽔深測定・分解能30cm）

 データの所在・利⽤⽅法・取得⽅法調査を実施。
 利⽤可能な既存データ
• 公的機関・関係団体・⺠間等のデータ所在と利⽤⽅法
 新規取得が必要なデータ
• 光学・計測機器等による解析と実証（衛星画像等）
 データの項⽬・範囲・頻度、取得⽅法、利⽤の権利関係

（知財・情報保護等）を整理したガイドラインを作成。
 既存地図データシステムとの協⼒（⽔路協会のS101電

⼦海図ECDIS規格、⾃動⾞ダイナミックマップ、3D都市モ
デルPLATEAU等の3D地図の取組み等）

⾃動⾞の⾃動運転でのダイナミックマップの取組み
 プロジェクト参加者
• 商船三井、⽇本海洋科学、⽇本郵船、丸紅、三菱造船、上野トランステック、川崎汽船、内航ミライ研究会、川崎重⼯、京セラ、五洋建設、

ソフトバンク、東亜建設⼯業、東急不動産、東京計器、東洋建設、トヨタ⾃動⾞、⽇本ナブトール、⽇本無線、⽇⽴産業制御 、富⼠通、
古野電気、マリンネット、三菱商事、若築建設、BEMAC 、ChartWorld Japan、JRCS 、NAPA Japan 、YDKテクノロジーズ、宇宙シス
テム開発利⽤推進機構、東洋信号通信社、エイトノット（企業等）、東京海洋⼤学、東京⼤学、東海⼤学、JMETS、海技研、JRTT、
JCI、NK、造⼯、中⼩造⼯、⽇舶⼯、⽔路協会（関係機関）、国交省、海上保安庁（省庁）

海上交通の地理情報の重層化イメージ
（イメージと東京湾の遭遇頻度解析）

※提供︓海上技術安全研究所

内航⾃動化・デジタル化の環境整備
（別添3）参考〜船舶版ダイナミックマップの整備の事業展開イメージ
 本事業は、船舶版ダイナミックマップの整備のため、船外環境データの

利⽤・取得可能性の向上とマップに掲載する地図情報コンテンツの充
実を図るフェーズ1事業と位置づけ。

 既存サービス拡充・新規サービスの発⾜等による広く海事関係者が利
⽤可能な船舶版ダイナミックマップのオープンデータプラットフォームの構
築を⽬指すフェーズ2事業に可能な限り速やかに移⾏。

 欧州EMSA提供のIntegrated Maritime Servicesなどの様な海
事情報インフラとサービスの実現を⽬指す。

Public
Sector

Service
Provider User

Open Data
Platform

&
Open API

データ公開

データ⾮公開
サービス提供

Private
Sector

Public
Sector(S) User

データ公開

データ登録・更新

Private
Sector(S)

Service
Provider(S) 双⽅向

情報サービス

（現在）

（将来）

船舶版ダイナミックマップ整備・フェーズ2
（2024-2025年）

 データプラットフォームの整備（既存改修・新規発⾜）
 オープンデータ化の環境整備（API規格（注）等）

船舶版ダイナミックマップ整備・フェーズ1
（2022-2023年）

 データの整理・所在・取得・課題のガイドライン化
 船内弱電規格の整備（データ受⼊れ船内インフラ）

（注）API（Application Programming Interface）ソフトウェアコンポーネント同⼠が互いに情報をやりとりするのに使⽤するインタフェース仕様。

船舶版ダイナミックマップのオープンデータプラットフォームの構築イメージ
4

内航デジタル・⾃動化船のイメージ（内航ミライ研究会提供）

9
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MEGURI 2040 船舶海洋分野のダイナミックマップ

研究会 委員等名簿 
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2023/02/14 現在
⽒名 勤務先

委員⻑ 1 清 ⽔ 悦 郎 国⽴⼤学法⼈東京海洋⼤学
学術研究院　海洋電⼦機械⼯学部⾨  教授

委員 2 村 ⼭ 英 晶 国⽴⼤学法⼈東京⼤学
⼤学院　新領域創成科学研究科　海洋技術環境学専攻  教授

3 ⾼ 嶋 恭 ⼦ 学校法⼈東海⼤学
海洋学部　海洋理⼯学科航海学専攻  准教授

4 ⽯ 倉 歩 独⽴⾏政法⼈海技教育機構
海技⼤学校　航海科  航海科⻑／教授

5 伊 藤 博 ⼦ 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所
海上技術安全研究所　海洋リスク評価系　  副系⻑

6 伊 崎 朋 康 独⽴⾏政法⼈鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構
共有船舶建造⽀援部  部⻑

7 迫 洋 輔 ⽇本⼩型船舶検査機構
業務部　検査検定課  課⻑

8 有 ⾺ 俊 朗 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会
常務執⾏役員　開発本部⻑

9 城 ⼭ 鉄 朗 ⼀般社団法⼈⽇本造船⼯業会
技術部  課⻑

10 洲 之 内 満 彦 ⼀般社団法⼈⽇本中⼩型造船⼯業会
技術部⻑代理　兼　企画調査室⻑

11 ⽂ 屋 孝 哉 ⼀般社団法⼈⽇本舶⽤⼯業会
技術部  課⻑

12 伊 藤 誠 喜 ⼀般財団法⼈⽇本⽔路協会
⽔路図誌事業本部  審議役

研究
参加者 13 佐 ⽵ 賢 ⼀ 株式会社商船三井

スマートシッピング推進部　スマートシップ運航チーム  コーディネーター
14 桑 原 悟 株式会社⽇本海洋科学

運航技術グループ　  グループ⻑
15 引 地 朋 ⽣ ⽇本郵船株式会社

海務グループ　航海チーム  チーム⻑
16 福 ⽥ ⼤ 輔 丸紅株式会社

船舶プロジェクト事業部　船舶プロジェクト第⼆課  担当課⻑
17 廣 ⽥ ⼀ 博 三菱造船株式会社

事業戦略推進室  主席部員
18 ⽴ ⽯ 俊 ⼀ 上野トランステック株式会社

⼯務部　  課⻑
19 ⽊ 村 裕 ⼈ 株式会社エイトノット

堺マリナーオフィス(本社)  代表取締役
20 井 上 省 吾 川崎汽船株式会社

先進技術グループ　運航技術イノベーションチーム  チーム⻑
21 渡 辺 和 寛 ⼀般社団法⼈内航ミライ研究会

IoTグループ　通信チーム⻑  （有限会社新⽣海運　執⾏役員）
22 檜 野 武 憲 川崎重⼯業株式会社　エネルギーソリューション＆マリンカンパニー

舶⽤推進ディビジョン　舶⽤推進システム総括部　 システムエンジニアリング部
23 案 浦 雅 徳 京セラ株式会社

経営推進本部モビリティ事業開発部  課責任者
24 守 屋 典 昭 五洋建設株式会社

⼟⽊部⾨⼟⽊本部船舶機械部  船舶機械部⻑
25 今 枝 裕 晴 ソフトバンク株式会社

サービス企画技術本部　グローバル通信事業統括部　事業企画部　  ビジネスアナリスト
26 ⽥ 中 孝 ⾏ 東亜建設⼯業株式会社

⼟⽊事業本部　機電部　電気グループ  　リーダー
27 渡 邉 聡 東急不動産株式会社

都市事業ユニット スマートシティ推進室  課⻑補佐
28 ⼾ 泉 智 勝 東京計器株式会社

舶⽤機器システムカンパニー 技術部 第２技術課
29 延 ⽥ 篤 彦 東洋建設株式会社

⼟⽊事業本部　機械部  部⻑
30 ⻄ 村 浩 ⼀ 株式会社東洋信号通信社

Chief Technology Officer
31 林 豪 トヨタ⾃動⾞株式会社

事業開発本部 マリン事業室 ⽣産調達グループ  GM（グループ⻑）
32 北 野 弘 章 ⽇本ナブトール株式会社

代表取締役
33 村 ⽥ 修 久 ⽇本無線株式会社

マリンシステム事業部　情報ビジネス技術部  部⻑
34 堂 上 敦 成 株式会社⽇⽴産業制御ソリューションズ

組込みエンジニアリング事業部　事業企画統括センタ 組込み事業推進部  主任技師
35 野 ⽥ 明 富⼠通株式会社

社会システム事業本部　第⼀システム事業部
36 原 裕 ⼀ 古野電気株式会社

舶⽤機器事業部　開発設計統括部　⾃律航⾏システム開発部  部⻑
37 城 ⽯ ゆ か り マリンネット株式会社

新ビジネス開発室  室⻑
38 松 島 康 弘 三菱商事株式会社

船舶部　先進船舶開発チーム  チームリーダー
39 ⼟ 屋 洋 若築建設株式会社　建設事業部⾨ 技術部

技術研究所　波浪・⽔理グループ　  施⼯技術開発グループ⻑
40 ⼭ ⽥ 隆 ⼠ BEMAC株式会社

イノベーション本部東京データラボ  チーフエキスパート
41 勝 本 勲 ChartWorld Japan 株式会社

SevenCs  シニアセールスマネージャー
42 空 篤 司 JRCS株式会社

Digital Innovation LAB  Chief Digital Officer
43 ⽔ ⾕ 直 樹 NAPA Japan 株式会社

代表取締役
44 家 城 ⻯ 也 株式会社YDKテクノロジーズ

第3営業本部舶⽤企画室⻑
45 浅 ⾥ 幸 起 ⼀般財団法⼈ 宇宙システム開発利⽤推進機構

衛星測位事業本部　  利⽤開拓部⻑
関係者 46 中 川 直 ⼈ ⽇本財団

海洋事業部　海洋船舶チーム　海洋開発⼈材育成推進室  室⻑
47 井 上 清 登 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所

企画部　  研究連携主管
48 三 宅 ⾥ 奈 国⽴研究開発法⼈海上・港湾・航空技術研究所　海上技術安全研究所

海洋リスク評価系、リスク解析研究グループ  主任研究員
49 佐 々 ⽊ 亮 独⽴⾏政法⼈海技教育機構

海技⼤学校  講師
50 加 藤 由 季 独⽴⾏政法⼈海技教育機構

海技⼤学校  講師
51 ⼭ ⽥ 智 章 ⼀般財団法⼈⽇本海事協会

技術研究所　主管
52 ⼤ ⻄ 祥 太 郎 ⼀般社団法⼈内航ミライ研究会

IoTグループ　デジタルチーム⻑  （⼤⻄海運株式会社　代表取締役専務）
関係
官庁 53 河 合 崇 国⼟交通省

海事局　海洋・環境政策課  技術企画室⻑
54 森 吉 直 樹 国⼟交通省

海事局　安全政策課  船舶安全基準室　補佐
55 ⼩ ⽥ 原 勝 教 国⼟交通省

海事局　検査測度課  船舶検査官
56 嶋 倉 悠 介 国⼟交通省

海事局 船舶産業課   ⽣産技術イノベーション係⻑
57 宅 ⾒ 和 久 国⼟交通省

海事局　船員政策課  国際業務調整官
58 服 部 友 則 海上保安庁

海洋情報部　技術・国際課　海洋情報技術調整室  主任海洋情報技術官
事務局 59 加 藤 光 ⼀ ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会

専務理事
60 松 井 裕 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会

研究開発グループ⻑
61 森 ⼭ 厚 夫 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会

研究開発グループ研究開発ユニット  プロジェクトリーダー
62 関 根 雄 史 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会

研究開発グループ研究開発ユニット
63 ⻑ 﨑 智 幸 ⼀般財団法⼈⽇本船舶技術研究協会

研究開発グループ研究開発ユニット

2022年度　船舶海洋分野のダイナミックマップ研究会（内航⾃動化・デジタル化の環境整備の検討委員会）　委員名簿
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添付資料 3 

船舶の安全運航に係る船外環境の付加情報の 

ニーズのアンケート調査 

・第２回研究会資料 

・第３回研究会資料 
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ダイナミックマップに関する情報ニーズの
アンケート調査（中間報告）

1

2

⽬次

 アンケート調査の概要
分析⽅法
分析結果

① マップ情報のニーズタイプ
② 既存のマップ情報の整備状況
③ マップ情報の要件ニーズ
④ ダイナミックマップ整備に関する課題の抽出

 まとめ
参考資料

14



3

⽬次

 アンケート調査の概要
分析⽅法
分析結果

① マップ情報のニーズタイプ
② 既存のマップ情報の整備状況
③ マップ情報の要件ニーズ
④ ダイナミックマップ整備に関する課題の抽出

 まとめ
参考資料

4

アンケート調査の概要
 ⽬的

⾃動運航など内航船の安全運航に係る船外環境の付加情報（データ）のニーズのアンケートを実施。

 調査内容
 データ項⽬（マップ情報）

• 地理データ︓航路、地形（⽔深含む）、潮位、海中障害物、⼯事・規制、岸壁・桟橋詳細
• その他データ︓交通流・輻輳度、気象・海象、海流・潮流、海上通信、事故情報、漁業活動、避難港状況、浮遊物

 データ利⽤海域
• 外洋、沿岸域、湖川、港内等

 データ更新頻度
• 数秒毎数分毎、数時間毎、数か⽉毎もしくは変更時のみ

 データの所在および利⽤⽅法、データの取得⽅法

 調査数
委員（12名）および参加代表者（30名）の42名に送付し、合計43名から回答を得た。

回答者の内訳調査票の送付先 15



5

⽬次

 アンケート調査の概要
分析⽅法
分析結果

① マップ情報のニーズタイプ
② 既存のマップ情報の整備状況
③ マップ情報の要件ニーズ
④ ダイナミックマップ整備に関する課題の抽出

 まとめ
参考資料

①マップ情報のニーズタイプの整理
• 回答数の多いTOP5

→従来船舶と⾃動運航船で重複するマップ情報を整理
→従来船舶と⾃動運航船ともに⾼いニーズ
→マップ情報の使⽤⽬的が同じ

• 回答数差が多いTOP5
→従来船舶と⾃動運航船で回答数差が⼤きいマップ情報を整理
→従来船舶と⾃動運航船で異なるニーズ
→使⽤⽬的が従来とは異なる or 情報活⽤への期待が⾼い

6

分析⽅法

③マップ情報の要件の整理
• 頻出するワードをキーワードとして抽出
• マップ情報に該当する要件を整理

②マップ情報
の所在を整理 ④ダイナミックマップ整備に

関する課題の抽出

従来型ニーズ

⾮従来型ニーズ

既存データの整備状況

要件ニーズ

16



7

⽬次

 アンケート調査の概要
分析⽅法
分析結果

① マップ情報のニーズタイプ
② 既存のマップ情報の整備状況
③ マップ情報の要件ニーズ
④ ダイナミックマップ整備に関する課題の抽出

 まとめ
参考資料

回答数の多いTOP5（従来型ニーズ）
•順番に差はあるが、従来船と⾃動運航船で必要と
する情報は同じ
•6位は、従来船は海中障害物、⾃動運航船は海
流潮流、岸壁桟橋詳細、交通流輻輳度、浮遊
物（同順）

8

①マップ情報のニーズタイプ（必要性）

順位 従来船 ⾃動運航船

1 気象海象 気象海象

2 海流潮流 航路

3 航路 海中障害物

4 ⼯事規制 ⼯事規制

5 地形⽔深 地形⽔深

下線︓従来船と⾃動運航船で共通

順位 項⽬ ％変化

1 通信可能エリア 20％↑

2 岸壁桟橋詳細 19％↑

3 浮遊物 17％↑

4 漁業活動 14％↑

4 交通流輻輳度 14％↑

回答数差が多いTOP5（⾮従来型ニーズ）
•⾮従来型ニーズとして、通信確保、障害物回避(浮遊
物・漁業活動)、安全性や効率化向上(岸壁桟橋詳
細・交通流輻輳度)のニーズが⾼い

17



9

①マップ情報のニーズタイプの分析結果と課題
 必要性・利⽤⽅法・利⽤海域の結果から、マップ情報別のニーズタイプを整理

（利⽤⽅法・利⽤海域の分析結果は、巻末の参考資料として添付）
ニーズタイプ

従来型
ニーズ※1

⾮従来型
ニーズ※2

航路 ◎ ○
地形⽔深 ◎ ○
潮位 △ △
海中障害物 ○ △
⼯事・規制 ◎ △
岸壁・桟橋詳細 ○ ○

交通流・輻輳度 ◎
気象・海象 ◎ △
海流・潮流 ○ △
通信可能エリア △ ◎
事故情報 △ △
漁業活動 △ ◎
避難港の状況 △
浮遊物 ◎

※1 従来型ニーズ分析より従来船と⾃動運航船で重複する項⽬を必要性・利⽤⽅法・利⽤海域の項⽬別に分類。◎︓3つ該当、○︓2つ該当、△︓1つ該当
※2 ⾮従来型ニーズ分析より、必要性・利⽤⽅法・利⽤海域の項⽬別に分類。◎︓3つ該当、○︓2つ該当、△︓1つ該当

従来船舶とは異なる使⽤⽬
的の可能性があるため、ユー
ズケース等の整理が必要

•従来型ニーズは、⾮従来型ニーズとしても
ニーズが⾼い
•交通流輻輳度、通信可能エリア、漁業
活動、浮遊物は、従来型でのニーズはあ
まり⾼くはないが、⾮従来型として、特に
期待が⾼い。
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②既存マップ情報の整備状況と課題
ニーズタイプ 既存のマップ情報の整備状況※3

従来型
ニーズ※1

⾮従来型
ニーズ※2

海上保安庁
⽇本⽔路協会 港湾管理者 気象庁 その他

航路 ◎ ○ ○ ○ 海岸⼯学者
地形⽔深 ◎ ○ ○ ○ 海岸⼯学者
潮位 △ △ ○ ○ 気象関係企業等

海中障害物 ○ △ △ △ 状況認識システム
(Groke Pro)

⼯事・規制 ◎ △ ○ ○ マリコン等
岸壁・桟橋詳細 ○ ○ ○ ○ 港湾局

交通流・輻輳度 ◎ ○ ○ ポートラジオ、
AIS・レーダー情報

気象・海象 ◎ △ ○ ○ 気象関係企業等

海流・潮流 ○ △ ○ ○
通信可能エリア △ ◎ 通信キャリア
事故情報 △ △ ○ 運輸安全委員会
漁業活動 △ ◎ △
避難港の状況 △ △ △
浮遊物 ◎ △

※1 従来型ニーズ分析より従来船と⾃動運航船で重複する項⽬を必要性・利⽤⽅法・利⽤海域の項⽬別に分類。◎︓3つ該当、○︓2つ該当、△︓1つ該当
※2 ⾮従来型ニーズ分析より、必要性・利⽤⽅法・利⽤海域の項⽬別に分類。◎︓3つ該当、○︓2つ該当、△︓1つ該当
※3 既存情報の所在として挙げられた主要機関。△︓「⼗分な既存情報を得ることが困難」に類似する記述があるもの

既存情報として流⽤が可能。 各機関独⾃で情報を所有している
可能性があるため、情報共有化、

フォーマット等の統⼀化が必要情報量の充実が必要
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③マップ情報の要件ニーズの整理
 頻出するワードをキーワードを抽出し、マップ情報に該当する要件を整理

※ 紙海図に記載されているものは、該当として整理

マップ情報の要件ニーズに関するキーワード
データ収集
に関連するもの

⾯的情報 点情報ではなく⾯的情報の提供
詳細精度 現状よりも細かいメッシュでの情報の提供
予測情報 予測データの提供

データ提供⽅法
に関連するもの

情報の機密性 情報の公開制限が必要
リアルタイム性 タイムリーな情報発信が必要
汎⽤性・加⼯容易性 汎⽤性の⾼い形式・容易に加⼯できる形式での提供

（例えば、CSVやJSON形式）
信頼性 信頼性の確保が必要
海図への重畳 海図に重畳して提供※1

14

③マップ情報の要件ニーズの整理
ニーズタイプ 情報収集に関連するもの 情報の提供⽅法に関連するもの
従来型ニーズ ⾯的情報 詳細精度 予測情報 情報機密性 リアルタイム性 汎⽤性・

加⼯容易性 信頼性 海図への重畳
航路 ◎ ○ ○
地形⽔深 ◎ ○

等深線
○

荒天後の河⼝ ○ ○

潮位 △ ○ ○
津波災害対策 ○

海中障害物 ○ ○
沈船範囲

○
移動物体の場合 ○ ○ ○

⼯事・規制 ◎
○

演習区域、漁礁、
定置網

○
⼀時的制限 ○ ○ ○

岸壁・桟橋詳細 ○
○

⽔位変動の⼤きい
地点

○ ○

交通流・輻輳度 ○ ○
他船の動的情報 ○

○
スプーフィング
で位置欺瞞

○

気象・海象 ◎ ○ ○
エリア・時間 ○ ○ ○

海流・潮流 ○ ○ ○ ○
潮流は数分単位 ○ ○ ○

通信可能エリア △ ○
電波強度 ○

事故情報 △
○

航⾏警報や
NAVTEX

○ ○

漁業活動 △ ○ ○
漁船活動全般

○
航⾏漁船 ○ ○

避難港の状況 ○
○

AISデータの
⼿⼊⼒情報

浮遊物 ○ ○ ○ ○

従来型ニーズでも
既存以上の詳細情報の
提供に対するニーズがある

キーワード別に課題を整理
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④ダイナミックマップ整備に関する課題の抽出
 「①マップ情報のニーズタイプ」と「②既存マップ情報の整備状況」から抽出された課題

従来型ニーズの情
報

⾮従来型ニーズの
情報

JCGや⽇本⽔路協
会が所有する情報
の整備

気象庁等の各機関
からの情報の整備

情報量の充実

課題 既存情報以上の詳
細情報へのニーズが
⾼く、詳細な情報の
取得が必要

従来船舶とは異なる
使⽤⽬的の可能性
がある

既存情報としての流
⽤が可能だが、情報
量の充実が必要

情報の収集および
フォーマットや精度の
統⼀が必要

⼗分な既存情報を
得ること⾃体が困難
なため、情報の取
得・データベース化が
必要
漁業活動は情報取
得が困難

解決⽅
針例

パーソナルデータ（カ
メラ画像等）をクラ
ウドに⼀元化

使⽤⽬的を整理す
る

• 情報別の要件の
整理

• IHO S-57、S-
100の規定に準
拠

• パーソナルデータ
（カメラ画像、漁
船からの情報
等）をクラウドに
⼀元化

調査
整理
⽅針

パーソナルデータの
データリソースや既存
データ有無・データ形
式・取得⽅法の整
理

ユースケース等の整
理（例︓船員スキ
ル認知モデル別、時
系列タスク別）

• IHO S-57、S-
100の規定に基
づき、情報別の要
件の整理（例︓
データの精度、
データ種類（点・
ベクタ・など））

情報共有化スキー
ム構築

• パーソナルデータの
データリソースや既
存データ有無・
データ形式・取得
⽅法の整理

• 漁業活動情報︓
情報共有化ス
キーム構築

21
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④ダイナミックマップ整備に関する課題の抽出
 「③マップ情報の要件ニーズの整理」の項⽬別に抽出された課題

⾯的情報の取得 詳細精度での情報取得 予想情報の取得 情報機密性
課題 パーソナルデータ（ソナー計測

等）が必要※
• 左に同じ 気象海象関係︓予想情報が

利⽤可能
海中障害物・浮遊物︓パーソ
ナルデータ（ソナー計測）必要

秘匿性が⾼い情報はデータの
取り扱いの制限が必要（例︓
演習区域や漁業活動）
漁業活動は情報取得が困難

解決
⽅針
例

• 各船舶搭載されたソナーの
情報をクラウドに⼀元化

• IHO S-57、S-100の規定
に準拠

• 左に同じ • パーソナルデータ（ソナー情
報等）をクラウドに⼀元化

• IHO S-57、S-100の規定
に準拠

• 公開対象者を限定

調査
整理
例

• パーソナルデータのデータリ
ソースや既存データ有無・
データ形式・取得⽅法の整
理

• 左に同じ • IHO S-57、S-100の規定
に基づき、情報別の要件の
整理（例︓データの精度、
データ種類(点・ベクタ等)）

• アクセス制限等の運⽤スキー
ム構築

• 漁業活動情報︓データ共
有化スキーム構築

リアルタイム性 信頼性 汎⽤性・加⼯容易性 海図への重畳
課題 適切な更新頻度に加え、災害

緊急時など、適切な情報をタイ
ムリーに発信することが必要

各船舶から収取した情報や、
AISデータのスプーフィングによる
位置欺瞞の対応が必要

情報別に適した形式で重畳す
る必要

• 情報別に適した形式での重
畳が必要

解決
⽅針
例

• 情報別の要件の整理 • AISデータと衛星監視等の
技術の併⽤

• 情報別の要件の整理 • 情報別の要件の整理
• IHO S-57、S-100の規定

に準拠

調査
整理
例

• ユースケース等の整理
（例︓船員スキル認知モデ
ル別、時系列タスク別）

• 情報の種類の整理（点・ベ
クタ・ラスタ・メッシュ・写真・テ
キスト）

• IHO S-57、S-100の規定
に基づき、情報別の要件の
整理（例︓データの精度、
データ種類（点・ベクタ・な
ど））
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まとめ
 ダイナミックマップに関するニーズを把握するためのアンケート調査を⾏い、分析結果か

ら、ダイナミックマップ整備に関する課題の抽出と今後の整理⽅針を整理した。
 ⾃動運航船では、従来船舶とは異なる⽬的での使⽤や⾼度な活⽤⽅法が期待。

→ユースケース等の整理
 従来型ニーズに対しても、精度等の詳細化のニーズがある

→パーソナルデータの取得・活⽤が肝要であり、データリソースや既存データ有無・データ形
式・取得⽅法の整理が必要

 既存情報の中には、情報量が⼗分でないもの、独⾃フォーマットで各機関が所有している
もの等、情報共有化が⼗分ではないものがある。
→情報の取得⽅法および共通フォーマット等の情報共有化スキームの確⽴が必要

 情報提供においては、信頼できる情報を汎⽤性ある形式でタイムリーに⾒える化（海図重
畳）が必要
→情報別の要件の整理（例︓ IHO S-57、S-100の規定案を参考）

 通信インフラの整備が必須

 上記のような整理⽅針により、研究会の皆様から発信される情報を体系的に整理す
ることができ、今後ダイナミックマップの指針の取りまとめの基礎資料として活⽤可能。
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（参考）更新頻度に対するニーズ

動的 准動的 准静的 静的

数秒毎 数分毎 数時間毎 数か⽉毎か
変更時のみ

航路 9.1% 15.2% 3.0% 72.7%
地形⽔深 12.5% 3.1% 6.3% 78.1%
潮位 6.1% 27.3% 39.4% 27.3%
海中障害物 14.7% 11.8% 20.6% 52.9%
⼯事・規制 0.0% 12.9% 25.8% 61.3%
岸壁・桟橋詳細 3.0% 6.1% 15.2% 75.8%
交通流・輻輳度 20.6% 35.3% 35.3% 8.8%
気象・海象 2.9% 25.7% 65.7% 5.7%
海流・潮流 6.3% 28.1% 50.0% 15.6%
通信可能エリア 26.9% 23.1% 3.8% 46.2%
事故情報 6.9% 31.0% 24.1% 37.9%
漁業活動 12.9% 29.0% 51.6% 6.5%
避難港状況 0.0% 26.9% 19.2% 53.8%
浮遊物 9.1% 48.5% 33.3% 9.1%

地図
データ

その他
データ

更新頻度

•地図データは、おおむね更新頻度が低い。し
かしながら、海中障害物が⽣物である場合
や潮位により変動する港内⽔深など、情報
の変動が想定される場合は、⾼い更新頻
度が必要

•その他データは利⽤⽬的により必要な更新
頻度が変化する。例えば、通信可能エリア
は、キャリアが提供するカバーエリアマップは静
的で良いが、気象により変化する通信強度
は⾼い更新頻度が求められる

↓少

↑多

回答数差が多いTOP5（⾮従来型ニーズ）

計画時 航⾏時 着離桟時

22

（参考）利⽤⽅法に対するニーズ

順位 計画時 航⾏時 着離桟時
項⽬ ％変化 項⽬ ％変化 項⽬ ％変化

1 海中障害物 52％↑ 通信可能エリア 20%↑ 通信可能エリア 30％↑
2 岸壁桟橋詳細 24％↑ 海中障害物 19％↑ 航路 20％↑
3 通信可能エリア 23％↑ 交通流輻輳度 17％↑ 岸壁桟橋詳細 17％↑
4 漁業活動 23％↑ 漁業活動 15％↑ 地形⽔深 15％↑
5 航路 19％↑ 浮遊物 14％↑ 潮位 13％↑

順位 計画時 航⾏時 着離桟時
従来船 ⾃動運航船 従来船 ⾃動運航船 従来船 ⾃動運航船

1 気象海象 気象海象 海中障害物 気象海象 海中障害物 岸壁桟橋詳細

2 ⼯事規制 航路、
海流潮流

岸壁桟橋詳細 通信可能エリア、
航路

岸壁桟橋詳細 地形⽔深、
海中障害物3 海流潮流 航路、

地形⽔深
地形⽔深

4 地形⽔深 地形⽔深 地形⽔深、
海中障害物、
浮遊物

潮位 潮位
5 航路 ⼯事規制、

岸壁桟橋詳細
潮位 気象海象、

海流潮位
通信可能エリア

下線︓各利⽤⽅法において従来船と⾃動運航船で共通

回答数の多いTOP5（従来型ニーズ）
•各⽅法において、従来船と⾃動運航船
で利⽤する情報はおおむね同じ
•地形⽔深、航路、海中障害物は、特に
ニーズが⾼い（2つ以上で共通）

•計画時は可航エリア把握のための情報、
航⾏時は障害物回避のための情報、着
離桟時は余裕⽔深や可航⾼へのニーズ
が⾼い
•通信確保に関する情報は、特にニーズが
⾼い

下線︓2つ以上の利⽤⽅法で共通 24
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（参考）利⽤海域に対するニーズ

外洋 沿岸域 湖川 港内

下線︓各海域において従来船と⾃動運航船で共通

順
位

外洋 沿岸域 湖川 港内

従来船 ⾃動運航船 従来船 ⾃動運航船 従来船 ⾃動運航船 従来船 ⾃動運航船

1 気象海象 気象海象 航路
気象海象

航路
気象海象

海中障害物 海中障害物 地形⽔深 航路

2 海象潮流 通信可能ｴﾘｱ 地形⽔深 地形⽔深
⼯事規制

岸壁桟橋詳細 海中障害物

3 通信可能ｴﾘｱ 海象潮流 漁業活動 海流潮流 ⼯事規制 航路
海中障害物

地形⽔深

4 漁業活動 浮遊物 地形⽔深 漁業活動
海中障害物

事故情報 事故情報 岸壁桟橋詳細

5 ⼯事規制 事故情報 海流潮流
海中障害物

気象海象 気象海象、
漁業活動

気象海象 気象海象

順
位

外洋 沿岸域 湖川 港内

項⽬ ％変化 項⽬ ％変化 項⽬ ％変化 項⽬ ％変化

1 浮遊物 18％↑ 通信可能ｴﾘｱ 16％↑ 航路 22％↑ 通信可能ｴﾘｱ 17％↑

2 地形⽔深 16％↑ 交通流輻輳度 8％↑ 通信可能ｴﾘｱ 19％↑ 航路 10％↑

3 航路 12％↑ 事故情報 6％↑ 漁業活動 10％↑ ⼯事規制 9％↑

4 通信可能ｴﾘｱ 9％↑ 海流潮流 5％↑ 事故情報 10％↑ 交通流輻輳度 8％↑

5 避難港状況 8％↑ 航路, 気象海象 5％↑ 浮遊物 10％↑ 海流潮流 8％↑

下線︓2つ以上の利⽤海域で共通

回答数の多いTOP5（従来型）
 海域毎において、従来船と⾃動運

航船で利⽤する情報はおおむね同
じ

 気象海象、海流潮流、航路、地形
⽔深、海中障害物は、特にニーズ
が⾼い（2つ以上で共通）

回答数差が多いTOP5（⾮従来型）
•障害物回避、安全性や効率化向上の
ための情報へのニーズが⾼い
•航路、通信確保に関する情報は、特に
ニーズが⾼い
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（参考）ダイナミックマップシステムの要件の例
 ⾃由回答から抽出できたダイナミックマップシステムの要件の例を整理した。

 特に、対象海域やシステム利⽤対象の船舶は、必要とするマップ情報の精度等が異なる。

要件 仕様例
データベース（DB） クラウドに⼀元化
DBのアクセス⽅法 衛星波通信、地上波通信、ローカルの記憶媒体
セキュリティ クライアントはHTTPS通信
地図データ ⾼精度三次元地図データ（20〜30cm精度）
プラットフォーム 可搬性（Windows・Mac・UNIX等）
情報の秘匿 可能な限り公開
対象海域 明確化が必要
利⽤船舶 明確化が必要

25
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（参考）ユースケースの整理⽅法の視点例
 船員スキル認知モデルの項⽬ごとに、該当するマップ情報を整理

→体系的なユースケースの整理

情報収集+認知

⾃船

⾃船情報の事
前把握

パイロットカードの参照
経験
荷役情報の参照

航海計画の把
握

海図の参照

⾃船情報の収
集

計器の参照
クロスベアリング
ECDIS情報の参照
体感

他船 他船情報の収
集

⽬視
レーダ操作と情報の参照
AIS情報の参照
VHFによる通信

環境 環境情報の収
集

海図の参照
気象海象情報の収集
通信状況の確認
その他

・
・
・

タスク 要素分類 詳細

計画

航海計画(ルー
ト作成)の把握

・航法を確認する。
位置通報
⾏先信号
航路における航法

・⾃船の船体運動を把握する。
・航路付近の浅瀬、障害物を確認する。
・航路の通航時機を確認する。

⽇出没（航海灯の点灯、視認性、ジャイロコ
ンパスエラー確認）
⽉出没（視認性）
⽉齢（視認性）
潮流「海流」（流向、流速）

・変針点を確認する。
変針⽬標
変針⾓（所要舵⾓決定）
W/O（操舵開始地点）

ETA(到着予定
時刻)の把握

・残航を確認する。
・航路上の潮流等の流速を確認する。
・所要船速を決定する。

・
・
・

船員スキル認知モデル※ 時系列タスク（要素技術）※

※ 国⽴⼤学法⼈ 東京海洋⼤学: MEGURI2040に係る安全性評価 2020年度船員スキル定量化事業成果報告書, 2021.

26



ダイナミックマップに関する情報ニーズ
のアンケート調査

1

2

⽬次

 ダイナミックマップ・情報の活⽤⽅法の例
 更新頻度に関するニーズ結果
 ダイナミックマップ情報の要件例
 各マップ情報に対する課題の整理
 パーソナルデータ取得のためのアプローチ⽅法の整理
 マップ情報の収集⽅法と課題
 まとめ

付録A 付録A 調査の整理例（地形・⽔深）
付録B マップ情報に関する業界別ニーズのヒアリング結果
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3

ダイナミックマップ・情報の活⽤⽅法の例
 ダイナミックマップや提供される情報の活⽤⽅法について整理した。

 操船⽀援︓航海に必要な⼀元化された情報ソースとして活⽤。
- 基本的にはユーザー側で情報の取捨選択を⾏う使⽤⽅法が想定される。
- その他役⽴つ情報例︓操船ノウハウ、底質情報、陸上障害物（橋梁・⾼架線等）

 ⾃動運航︓⾃動運航に必要となる⾼精度ダイナミックマップとして活⽤。
- 船型や運航場⾯によって異なる精度の情報の発信が必要。
- その他役⽴つ情報例︓仮想地物データ（GO領域、NO-GO領域等） 、陸上障害物（橋梁・⾼架線等）

 運航監視︓陸上からの船舶の安全運航の監視の情報ソースとして活⽤。
- 基本的にはユーザー側で情報の取捨選択を⾏う使⽤⽅法が想定される。
- その他役⽴つ情報例︓底質情報、陸上障害物（橋梁・⾼架線等）

 ⾈運モニタリング︓貨客物の⾈運モニタリングの情報ソースとして活⽤。
- 陸上の3D都市モデル等との連結により、以下が期待される

 旅客船の運航ダイヤのリアルタイム発信、貨物トレーサービリティ等、陸上輸送との接続を考慮した⾈運利⽤の活性化・利便
性の向上

 災害時の防災船としての活⽤拡⼤

４

更新頻度に関するニーズ結果

区分 付加情報の項⽬
データの更新頻度

データ特性の区別
数秒毎 数分毎 数時間毎 数か⽉毎か

変更時

地図
データ

航路 ◎

地形・⽔深 ◎

潮位 ○ ○ △ 港内⽔位、津波

海中障害物 △ ◎ 静的物（パイプライン・沈船等）
動的物（⽣物・漁網等）

⼯事・規制 △ ◎ 期限付（訓練・⼯事区域等）

岸壁・桟橋詳細 ◎

その他
データ

交通流・輻輳度 △ ○ ○ 統計情報（混雑・⼊出港情報）
リアルタイム（船舶動静）

気象・海象 △ ◎ 予測値
実測値

海流・潮流 ○ ○ 港内流況

通信可能エリア ○ ○ 静的情報（カバーマップ）
リアルタイム（通信安定化）

事故情報 △ △ ○ 統計情報（事故DB）
事故発⽣状況

漁業活動 △ ◎ 傾向（操業状況等）
実態（漁船位置等）

避難港の状況 △ △ ◎ 永続的（施設情報）
暫定的（現況状況）

浮遊物 ○ ○

◎︓50%以上、○︓30％以上、△︓20％以上

 データ内容の特性の違いが、更新頻度の差に
関係するため、アンケート結果の有効回答率か
ら3段階で整理し、その特徴を観察
• ⼤多数1つのみ
→情報内容および更新頻度の認識は共通
• 同等数対同等数
→更新頻度の認識は異なるが、想定した情報
はほぼ共通

• 多数対少数もしくは更新頻度に⼤きな差
→想定した情報が異なる可能性がある

 データ内容から特性を抽出
→永続・⾮永続の別
→静物・移動物体の別
→統計予測と実況実測の別

 地図データは、おおむね更新頻度が低い。しかしながら、海中障害物が⽣物である場合や潮位により変動する港内⽔深
など、情報の変動が想定される場合は、⾼い更新頻度が必要

 その他データは利⽤⽬的により必要な更新頻度が変化する。例えば、通信可能エリアは、キャリアが提供するカバーエリア
マップは静的で良いが、気象により変化する通信強度は⾼い更新頻度が求められる

特性を考慮して
更新頻度区分の定義(例)を設定
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5

ダイナミックマップ情報の要件例

静的情報

航路、地形・⽔深、海中障害物（静的物）、岸壁桟橋詳細
施設、避難港状況（施設情報）

准静的情報

⼯事規制、交通流輻輳度（ヒートマップ）、事故統計情報、
通信カバーエリアマップ、漁業活動（操業傾向）

准動的情報

潮位、海中障害物（動的）、交通流輻輳度（⼊出港情
報）、気象海象、海流潮流、事故発⽣状況、漁業活動（漁
船位置等の実態）、避難港現況、浮遊物

動的情報

潮位（港内⽔位）、交通流輻輳度（船舶動静）、災害情
報（津波）、海流潮流（港内流況）、海象（波⾼実況）

３次元点群データへの代替が可能

更新頻度区分の例
•動的情報＝リアルタイム情報・即時的情報
•准動的情報＝動向的情報・短期的情報
•准静的情報＝事実的情報・中⻑期的情報
•静的情報＝基盤的オブジェクト

付加情報の項⽬
希望するメッシュ・精度

着桟時・着桟中 港内 港外（湾内等）

地形・⽔深 精度︓cm単位 精度︓0.1m単位 メッシュ︓10m単位※1

精度︓m単位※2

岸壁・桟橋詳細 精度︓cm単位(フェンダー)※3 － －

潮位 精度︓cm単位※4

海流 － － 精度︓100m単位※5

潮流 メッシュ︓瀬⼾内海で
20か所程度以上

動的情報

准動的情報

准静的情報

静的情報

更新頻度

早

遅

※1 外航船の幅程度メッシュ
※2 外航船のUKC程度の精度
※3 フェンダー厚み（最⼤でもフェンダー厚みの精度）
※4 最⼤でもカーゴパイプ径未満の精度
※5 潮⽬が判別可能な精度
※6 ⽇本橋川=神⽥川区間での⼩型船向け地図

国⼟地理院︓３次元
点群データの３D表⽰，
https://www.gsi.g
o.jp/kanri/kanri61
005.html

操船⽀援⽬的を主とした精度の例（ヒアリング結果より）

⾃動運航⽬的での実⽤的精度は20〜30cm
（コスト・精度⾯より）※6

6

マップ情報に対する課題の整理

付加情報の項⽬ 課題 課題に対する対応および関連技術

航路 ・航路標識（不具合情報を含む）があると良い

地形・⽔深

・海岸付近の浅瀬の⽔深情報が少ない
・等⽔深線等の⾯的な⽔深情報が欲しい
・細かいメッシュでの⽔深情報が欲しい
・⽔深変化が⼤きい場所は、リアルタイムな⽔深情報が欲
しい
・港湾内管理として、定期的/台⾵等のイベント毎で⽔深
計測があると良い

・航空機グリーンレーザー測深（海上保安庁）
・マルチビーム測深機による調査（海上保安庁）
・衛星画像からの海底計測（⼭⼝⼤/富⼠通等）
・衛星画像からの⽔深計測（⼭⼝⼤/富⼠通等）
・各船舶に搭載されたソナー情報の共有⼀元化

潮位

・地形⽔深に反映されると便利
・津波災害の状況把握には充分な更新頻度が必要
・津波災害時に乗船員が外国⼈の場合は、⼀部の英語
のニュースや海保からの情報しかなく、充分な情報収集がで
きるか⼼配

・無線式潮位計を⽤いた独⾃計測

海中障害物
・⿂網などの情報は必要だが、公開は困難。
・情報開⽰メリットを漁業者に提供するなどの仕組み作りが
必要

・サイドスキャンソナーによる海底障害物調査（海上保安
庁）
・衛星画像からの海中障害物計測（⼭⼝⼤/富⼠通
等）
・ナローマルチビームなどによる測量
・⾚外線カメラによる画像認識（氷⼭等の温度差がある
物体）

⼯事・規制 ・演習区域や漁業活動などの秘匿性の⾼い情報の取り扱
い

・パーソナルデータ保護
・サイバーセキュリティの確保
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マップ情報に対する課題の整理

付加情報の項⽬ 課題（ニーズ） 課題に対する対応および関連技術

岸壁・桟橋詳細

・ビッド、ボラード等荷役作業に関連する情報があるとよい
（ハーバー・マリーナ含む）
・⽔位変動とセットで岸壁・桟橋⾼さがわかると良い（ハー
バー・マリーナ含む）
・他船の岸壁占有情報がわかると良い
・バース付近の岩等がわかるような詳細な地形⽔深情報が
ほしい
・港湾管理者等が所有する情報は、そのまま流⽤した使⽤
が困難な場合がある（データ形式の統⼀が必要）

・岸壁・桟橋の3D計測（カメラ⼀体型LiDAR、写真測量
など）
・港湾管理者等の既存情報の共有⼀元化

交通流・輻輳度

・AISデータの信頼性（位置欺瞞、静的情報の更新エ
ラー）
・AIS⾮搭載船の位置情報がほしい
・渋滞予測があるとよい
・リアルタイム発信や予測情報を含むホットスポット、ヒート
マップがあるとよい

・衛星監視による位置欺瞞の検出
・スマホ位置情報・レーダー情報の共有⼀元化
・状況認識システム（Groke Proなど）の情報共有化
・動的リスクホットスポット予測（富⼠通）

船舶の通航路

・港内航路の⼊出港時間が分かると良い
・外航船は内航船の動きが分からないのでわかると良い
・停泊船情報・⽀援船（タブボート・綱取りボート）情報、
航⾏に影響がある船舶（⻑⼤物件曳航船等）があると
良い

・管制情報の共有⼀元化（海上保安庁・ポートラジオ）
（未確認）
・AISデータ解析（航⾏実績）
・旅客船運航会社・内航海運業者への問い合わせ

気象・海象
・細かい精度での情報が欲しい
・港湾内の気象・海象データ（⾵、波など）
・波⾼情報が欲しい（うねりと波⾼がわかると良い）

・港湾内の流体解析（⾵、波など）
・港湾内の⾵速計・流速計による計測

潮流
・岸壁・桟橋付近の潮流データ
・陸岸周りの潮流の実測値が欲しい
・リアルタイムの場合、⾃船に潮流を測る計測装置が必要

・超⾳波流速計による調査（海上保安庁）
・海洋短波レーダーによる潮流観測（海上保安庁）
・AIS航跡データと針路速⼒の差分から潮流を予測
（JASNAOE研究論⽂）

8

マップ情報に対する課題の整理

付加情報の項⽬ 課題（ニーズ） 課題に対する対応および関連技術

海流 ・⿊潮の正確な位置（潮⽬）が欲しい
・リアルタイムの場合、⾃船に潮流を測る計測装置が必要

・超⾳波流速計による調査（海上保安庁）
・海洋短波レーダーによる海流観測（海上保安庁）

通信可能エリア
・通信強度の情報があるとよい
・通信に係る各課題（データ利⽤費低減、通信安定化、
不通エリア解消）が必要
・ポートラジオ（国際VHF）のサービスエリアがわかると便利

事故情報 ・航海に影響がある情報のタイムリーな発信

漁業活動

・内海や湾内を除く沿岸部ではこの情報は得られない
・演習区域や漁業活動などの秘匿性の⾼い情報の取り扱
い
・漁船・漁具（漁網の深さ）、養殖筏、定置網、ボンデン
の位置情報、漁法識別、船団規模、漁労範囲、進⼊禁
⽌エリア、保護エリア等が欲しいが取得は困難
・情報発信の場合の秘匿性の確保

・船⻑所有スマートフォンの位置情報の共有⼀元化
・漁業共同組合を通したアンケート調査（操業実態）
・衛星画像からの漁網などの検出
・漁業情報の共有⼀元化のスキーム構築
・パーソナルデータ保護
・サイバーセキュリティの確保

避難港の状況 ・現場に到着しないと確認できないのが現状
・これから避難する港の状況をリアルタイムに知りたい ・WEB定点カメラ等による情報提供

浮遊物
・船体に影響を及ぼす浮遊物（海洋ゴミ、⽊材、流⽊、ク
ジラ等）の情報、浮遊エリアの情報がほしい（位置情報
更新と予測も）。
・浮遊物の画像教師データの収集

・船上カメラ・レーダ画⾯の画像解析
・状況認識システム（Groke Pro）
・衛星画像からの浮遊物検出
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パーソナルデータ取得のためのアプローチ⽅法の整理
 「漁業活動」データの取得⽅法

 概要︓操業の実態等を把握するためのアンケート調査を実施。これをもとに当該海域の漁船を含め
た交通流モデルを⽤いてシミュレーションを⾏い推薦航路構築に関する安全評価を実施。

 操業状況等の事実的な情報の取得が可能

漁業協同組合 組合員海上保安庁

[1](社)⽇本海難防⽌協会︓伊⾖⼤島⻄⽅海域における安全対策の構築に関する調査研究 報告書, 2016.

アンケート調査票（⼀部抜粋） アンケート結果による操業実態
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パーソナルデータ取得のためのアプローチ⽅法の整理
 論⽂等を参考に、船舶や漁業関係者に対して⾏ったアンケート調査でのアプローチ⽅法を整

理した[1-4]。

[1](社)⽇本海難防⽌協会︓準輻輳海域における航⾏安全確保に関する調査報告書, pp.199, 2010.
[2](社)⽇本海難防⽌協会︓伊⾖⼤島⻄⽅海域における安全対策の構築に関する調査研究 報告書, 2016.
[3]久保他:船舶の⼊港限界に関するアンケート調査, 1999.
[4]酒出他︓関⾨海域での⼩型漁船からみる⼀般航⾏船舶との競合緩和について-アンケートによる遊漁船従事者の意識調査, 2019
[5]遊漁船業務主任者講習, 社)⽇本海洋レジャー安全・振興協会: https://www.jmra.or.jp/fishery (as of 2022.12.22)

全国漁業協同組合連合会 都道府県別
漁業協同組合連合会 漁業協同組合 組合員

（漁業従事者）

(社)⽇本旅客船協会

⽇本内航海運組合総連合会 内航⼤型船輸送海運組合
全国海運組合連合会

全国内航タンカー海運組合
全国内航輸送海運組合
全国内航船⾸海運組合

(社)⽇本船主協会

外国船舶協会

船社・代理店

船⻑・航海⼠

⽇本⽔先⼈連合会 ⽔先⼈各地の⽔先⼈区

遊漁船業者遊漁線業務主任者講習
の実施機関

(社)⽇本海洋レジャー安全・振
興協会

商船（⽇本語）

商船（英語）

漁船
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マップ情報収集⽅法と課題
 調査結果より、情報量の充実を図るための情報収集⽅法と課題を整理した。

従来機器情報の活⽤ 事実的情報の取得 動向的情報の取得 官公庁所有情報の統⼀
収集⽅
法の例

•船舶搭載のソナー情報
の共有化
•レーダー情報の共有化
•スマホ情報の共有化

•船舶や漁業関係者への
問い合わせ
•AIS、レーダーデータによ
る航⾏実績の解析

•船舶搭載のカメラ・レー
ダー画像解析
•定点カメラ・計測機器に
よる観測
•測深機器による実測
•衛星活⽤による計測・
解析

•管制情報の共有化
•港湾施設情報の共有
化

収集可
能な情
報例

•地形⽔深情報
•船舶（⼩型船含む）
位置情報・動静

•船舶の通航路情報
•漁業活動の傾向

•船舶（⼩型船含む）
位置情報・動静
•浮遊物情報
•地形⽔深の点群情報
•波浪情報
•潮位・潮流・海流情報
等

•⼊出港情報
•港湾施設情報

情報取
得に対
する課
題

•情報開⽰メリットの提供
•情報⼀元化スキーム構
築
•取得情報の信頼性確
保（精度等）
•個⼈情報の取り扱い

•調査協⼒への⼗分な理
解
•解析⽤データの確保

•情報開⽰メリットの提供
•（公的機器設置のため
の）公的メリットの提⽰
•情報⼀元化スキーム構
築
•画像解析⽤教師データ
の収集
•取得情報の信頼性確
保（精度等）

•公的メリットの提⽰
•情報⼀元化スキーム構
築

12

まとめ
 第⼆回研究会以後の追加解析結果として、以下をご報告した。

 ダイナミックマップ・情報の活⽤⽅法の例
 ダイナミックマップ情報の要件例として、更新頻度区分および精度の例
 マップ情報別の不⾜等の課題および解決⽅法・関連技術の整理結果
 パーソナルデータ取得のためのアプローチ⽅法の整理結果
 マップ情報取集⽅法と課題の整理結果

 第⼆回研究会での分析結果と合わせて、次年度以降のダイナミックマップの指針の
取りまとめの基礎資料として活⽤予定である。
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付録A 調査の整理例（地形・⽔深）

付加情報の項⽬ 地形・⽔深

既存の情報/所在

①海の基本図（海底地形図）/海上保安庁
②海底地形デジタルデータ（M7000シリーズ）/⽇本⽔路協会
③⽇本近海30秒グリッド⽔深データ第⼆版/⽇本⽔路協会 海洋情報研究センター
④⽇本近海等深線データ/⽇本⽔路協会 海洋情報研究センター
⑤500mメッシュ⽔深データ/⽇本海洋データセンター
⑥沿岸海域地形図/国⼟地理院
⑦海しる 海洋状況表⽰システム/海上保安庁

既存の情報の取得⽅法

①〜④⽇本⽔路協会から購⼊
⑤インターネットからダウンロード
⑥全国の国⼟地理院の地図販売店、⼀般財団法⼈ ⽇本地図センター
⑦インターネット閲覧・ダウンロード

課題

・海岸付近の浅瀬の⽔深情報が少ない
・等⽔深線等の⾯的な⽔深情報が欲しい
・細かいメッシュでの⽔深情報が欲しい
・⽔深変化が⼤きい場所は、リアルタイムな⽔深情報が欲しい
・港湾内管理として、定期的/台⾵等のイベント毎で⽔深計測があると良い

課題に対する対応／関連技術

・航空機グリーンレーザー測深（海上保安庁）
・マルチビーム測深機による調査（海上保安庁）
・衛星画像からの海底計測（⼭⼝⼤/富⼠通等）
・衛星画像からの⽔深計測（⼭⼝⼤/富⼠通等）
・各船舶に搭載されたソナー情報の共有⼀元化

14

付録B マップ情報に対する業界別ニーズのヒアリング結果(1/2)

業界 ニーズ ニーズに対する対応および関連技術

船舶運航

・⽔深については点でなく⾯の情報(等深線)が必要
・正確な潮流データが欲しい(計算で推定は困難)
・潮待ちオペレーションのために海流(⿊潮)のデータが必要
・波⾼のデータも省エネ安全運航のためにリアルタイムで必要
・係留のチェックのために事前に係船岸壁の⾼さ、ビット位置、
フェンダー強度等必要
・各船の⼊出港予定が海図上に反映すると利便性が向上
・船舶の輻輳度が事前に分かると密集した航路の端の部分
に航路を設定するな等混雑をを避けることができる
・漁業関係の情報（漁網、養殖筏、ブイ等の位置）を知り
たい

・S-100で電⼦海図の追加情報として等深線や潮汐な
どが検討されている
・重要な海域（瀬⼾内海等）に潮流計を設置するなど
の対応が必要
・海洋短波レーダーによる海流観測（海上保安庁）
・ウエザーニュースでは内航船にカメラを付けて画像で波
⾼、うねり、波向き等の計測を実施中
・2023年度に岸壁の3Dマップ計測実験を予定
・⼊出港予定はポートラジオが保有。このデータを海図に
レイヤー表⽰する必要
・海技研の船舶航路のヒートマップの研究が参考になる
・漁業関連の情報は⼀般に開⽰されないので、開⽰する
ことがメリットになるような仕組みが必要

マリコン

・作業船舶の岸壁への接岸は、座礁をおそれているので岸壁
の空中部分だけでなく⽔中部分の3Dマップが必要
・海洋⼟⽊⼯事の場合、現場の最新の状態（⽔深等）を
計測する。このデータを集める共通のPFがあると便利
・海洋⼟⽊⼯事は周りの船舶、特にAIS⾮搭載の⼩型船の
動静をリアルタイムに知りたい
・⼩型船船⻑のスマホの位置情報についてキャリア保有情報
の提供があればありがたい
・⼯事計画のために船舶の⼊出港スケジュールをリアルタイム
に知りたい
・航路の浚渫の場合は船舶の輻輳度をリアルタイムに知る必
要がある
・ネット経由で情報を⼊⼿する形が良い。例えば、データベー
スにWEB APIでアクセスできるような形である

・2023年度岸壁の3Dマップ計測で⽔中部分の計測も
計画中
・海洋⼟⽊⼯事の発注者が指定したフォーマットで最新
のデータを作成しているので、マリコン各社が保有するデー
タの共有化は可能だが体制作りが必要
・マリコン各社でAI画像認識を⽤いた⼩型船の動静把
握に取組中
・キャリアが保有するスマホ位置情報の提供については未
検討
・船舶の交通流の輻輳度については海技研の船舶航路
のヒートマップの研究が参考になる
・保安庁の「海しる」のデータ提供形態が参考になる

研究会メンバーに対し業界別にヒアリングを⾏い、マップ情報に対する各業界のニーズを調査した。ヒアリング先は、以下の通り。
船舶運航:2社、マリコン:2社、舶⽤機器・システム開発:5社、不動産:１社、船主:1社
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付録B マップ情報に対する業界別ニーズのヒアリング結果(2/2)

業界 ニーズ ニーズに対する対応および関連技術

舶⽤機器・システム開発

・開発するシステム・アプリのデータベースとしてDMのデータを
使いたい
・保安庁が「海しる」でAPIを配布しているが、DMでもAPIが
準備できれば各社がいかようにも開発できる
・海図にデータを重ねる際にその表現⽅法(アイコン、リスト表
⽰等)が問題になるが、データが加⼯が容易な形で配布され
ると、開発側は便利である
・DMは海図への重畳ですべて賄えず別なディスプレイが必要
・AI画像認識について、浮遊物や漁具(⽣け簀、養殖筏、ブ
イ、漁網など）の教師データが不⾜している。
・AI画像認識システムを商品として認証する基準の設定が
困難という課題がある（⼩型船を何％認識できるか等）
・定置網や養殖筏の情報は海図に⼿書きしている現状に対
し、DMではより精度の⾼いこれ等の情報がレイヤー表⽰され
ると望ましい
・⾃動離着桟では、岸壁・桟橋の空中部分だけでなく⽔中
部分の3Dデータが必要である。また、周辺の流れのデータも
必要。

・ENCへのデータの重畳はS-100関連で保安庁マター、
動的なデータはS-101の静的なデータを補完する位置づ
けであり公的なデータとし難い。但し、こうゆうフォーマットで
こうゆうデータをECDISに乗せれるかの検討は可能。
・別なディスプレイの例としてNAVTORはNAVSTATON
を開発している
・AI画像認識について、浮遊物や漁具のデータセットが必
要。⽅法として各船が撮影したこれらのカメラ画像の共有
化など。また航路毎の特性もあるので、航路に応じた教
師データの収集が必要
・2023年度岸壁の3Dマップ計測で⽔中部分の計測も
計画中

不動産
・3D都市モデル(PLATEU)とDMを連携して東京湾の⾈運
を活性化させたい
・東京湾の⾈運を災害時に防災船として活⽤(帰宅困難者
の移送，受け⼊れ施設など）するためにDMを利⽤したい

・DM側の協⼒として、旅客船の運航ダイヤをリアルタイム
発信し陸上輸送との接続を考慮した⾈運利⽤の活性
化・利便性の向上など
・PLATEUとDMの連携が防災⾯で役⽴つことがわかると
⾃治体からの協⼒を得やすくなる

船主

・⽔中障害物などは3Dデータとして必要。また船なのか岩な
のかの属性データも必要
・港、運河、河川では⽔深のリアルタイムデータが必要と考え
る（海外に⽔深情報をリアルタイムで提供する会社がある）
・漁網等の位置情報は⾃動運航に是⾮必要だが秘匿性の
⾼い情報なので得られない
・船の⼊港は早い者勝ちなので渋滞などのムダが発⽣。船が
エコスピードで航⾏してCO2と燃料を減らしてスムーズに⼊港
できるような仕組みが必要

・船のエコーサンダーによる⽔深情報を共有化する仕組み
等
・漁業者とWIN-WINの関係構築(例えば、漁場を教え
る代わりに漁網の設置場所を教えてもらう等
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添付資料 4 

船内弱電規格等の内航ニーズのアンケート調査 

・第２回研究会資料 

・第３回研究会資料 
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船外環境付加情報の計測技術等に関する 

技術調査 

・第２回研究会資料 

・第３回研究会資料 
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